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全事研山形大会開催！！ 
 

 ８月３日から５日までの３日間、山形国際交流プラザ（山形ビッグウイング）

を中心に第４８回全国公立小中学校事務研究大会（山形大会）が開催されまし

た。全国から２，０００名を超える参加者が集いました。（長崎県からは資料参

加を含め７名の参加）  

 また、前日の８月２日山形テルサ アプローズにおいて、平成２８年度全事

研定期総会が行われました。長崎支部からは、大場副会長（対馬市立乙宮小学

校）が出席しました。 

詳しくは大会速報『紅花だより』をご覧ください。http://jump2016.yjimu.jp/study.html 

 

九州地区事務研究会役員研修会が開催されました。 
 ９月２日（金）熊本市の国際交流会館で第１９回九州地区事務研究

会役員研究会が開催されました。長事研からは、前田会長、上戸理事、

久本対馬支部長が参加しました。この会は、毎年この時期に開催され

ていて今回で１９回を数えます。役員研修会では、熊本市立託麻東小

学校：藤川英一様から「熊本地震を体験して～地震発生から学校再開

まで～」という演題で講演をしていただきました。 

また、平成２８・２９年度と全事研規約第１１条に定める地区委員

長該当県の長崎県が会議の議長を受け持ちました。 

～トイレに流す水のストック（託麻東小）～ 

 

議事 

 

� 平成２９年度京都大会の分科会発表について（福岡県） 

北九州市が発表を行う。分科会の実行委員会を昨年度から立ち上げ、研究テーマを決めて研究を進めている。 

学校経営参画や教育活動をどう支援していくかに重点をおいた発表になる。講師：兵庫教育大学日渡教授 

 

� 平成３０年度千葉大会の分科会発表について（佐賀県） 

千葉大会の準備委員会を作り、定期的に会議を開いている。内容は新しいことをする時間もなければ、人数も

いないので、昨年の熊本大会の発表をもう一度焼き直して２～３年経った後の状況を発表する形で進めている。 

 

� 平成３５～３８年度のいずれかの年の主管（開催）支部について 

＜昨年度までの確認事項＞ 

過去に九州地区で主管をした県を除いた県で検討する。（佐賀県、長崎県、鹿児島県） 

「平成３８年度に九州で開催する」ことを全事研に伝える。１１年先の開催なので、４～５年かけて九州内で

検討し開催県を決定していく。 

過去に九州地区で主管をした県が希望した場合は、その希望も考慮する。 

＜今年度の確認事項＞ 

全国大会のコンパクト化：第９次研究中期計画の中で２日目最後に全体会がある。全体会場使用料等の為、分 

科会で終わる形にできないかを九州の意見として評議員会等で上げていく。  

大会日程 ３日間 → ２日間 

記念講演    必要 →  不要 

会会報報  長長事事研研 



   複数県開催が可能か：全体会、引継式等をネット中継し、複数県で分科会を開催するなど九州の意見として 

全事研評議員会等で上げていく。 

 

＜長崎支部の発言＞ 

各県と連携し全国の情報を入れながら、全事研一員としてもがんばっていきたい。全国大会の開催に関して

は、何らかの方法を考えなければならないと思う。例えば、最終日の終わりの会（閉会式）がなければ、全体

会の会場は１日借りれば済むし、分科会流れ解散で終わるなど色々な方法でできるのではないか。九州でもう

一度全国大会を開催したいという気持ちはある。学校事務の全事研の火を灯し続けていくために知恵を出し合

う時である。 

長崎も１０年後には全員が会員になることを目標にして活動している。何とかがんばってみようと思ってい

る。今、長崎が単独でするというのは能力的に不可能なので、それを補うためにはどうすればいいのかという

ことを考える時に来ている。九州各県の連携が必要である。 

新しい全事研の開催の仕方も含めて、総会等でずっと言ってもらっているが、今後ともこの研修会などで意

見集約を行って、「こうすれば九州でしますよ、九州でできますよ」と九州全体で足並みをそろえて進んで行

きたい。 

    

  ＜今後の長崎支部での検討課題について＞ 

    非常に小さな組織で、会員を騒動員しても、運営人員が不足すると思われます。しかし、長崎で開催するこ

とで、達成感による会員の自信の向上や、県をあげて取り組むことによる団結力の向上と会員の増加、県・市

町教委、知事部局、県民に対する学校事務のアピール等の効果も考えられます。 

    会場や宿泊先、参加人数及び運営経費、運営人員の確保等、課題をひとつひとつ解決して平成３５～３８年

度のいずれかの年に九州で開催できるよう前向きに検討していかなければなりません。 

 

★今後の予定 

 

平成２８年１０月２８日（金） 第１７回長崎県公立小中学校事務職員研究会セミナー 長崎市 県勤労福祉会館 

 

平成２８年１１月 ５日（土） 新しい時代に対応する学校事務職員マネジメント研修 長崎市 市民会館   

 

            

★お知らせ 

 

第３９回佐賀県公立小中学校事務研究大会 平成２８年１０月２８日 佐賀県立男女共同参画センター・佐賀県立生 

涯学習センター『アバンセ』大ホール 

 

第１９回福岡県小中特別支援学校事務職員研究大会 平成２８年１１月２５日 都久志会館 

 

平成２８年度宮崎県公立小中学校事務研究大会第５３回大会 平成２９年１月２６～２７日 新富町文化会館 

 

第４１回熊本県学校事務研究大会 平成２９年２月３日 やつしろハーモニーホール    

 

第３６回鹿児島県小中学校事務研究大会 平成２９年２月７～８日 かごしま県民交流センター 

 

第２３回全事研セミナー 平成２９年２月１７日 東京都北区 

 

 

 

 

     ＜会報連絡先＞ 

     長崎市立岩屋中学校：南部 省吾  

     TEL 095-856-2344・FAX095-856-237

 


